


























































立大学の民間等との共同研究 1) と受託研究 2) の個別案件ごとの詳細データを用いて実施した調査研究の成果




業の割合は 2 割程度であり、主役は約 8 割を占める公的機関である。
共同研究、受託研究の推移を見てみると、産学連携の活発な活動を反映して、共同研究、受託研究ともに契約件





共同研究については、1980 年代においては企業が 90% 以上を占めていたが、1990 年代に入り公的機関から
の共同研究件数の増加に伴ってその比率が 80% 弱となっている。他方、受託研究は 1995 年度以降に大きな変動
はなく、公的機関が約 80% を占め、企業の比率は 20% 前後である。
共同研究の研究分野は、1990 年代初頭まで 80% 超を占めていた理学・工学分野が徐々に減少し、代わってバ
イオテクノロジー関係の共同研究が増加したためか、保健分野や学際分野が増加している。他方、受託研究の研










まったことを示している。共同研究については 1980 年代の制度創設当初に 10% 強であった中小企業の比率は
2002 年度には 52% と大幅に上昇した。受託研究についても中小企業の比率は 1995 年度の 12% から 2002 年度
の 31% まで上昇している。






















の特性は大きく異なり、共同研究の実施企業では中小企業の台頭もあり 1 企業当たりの研究実施件数が 1 〜 2
件/年程度であるのに対し、独立行政法人では実施機関が少なく、それらの少数の機関が 1 機関あたり大量に研






































アンケート調査の結果より、約 8 割の回答者が全 18 項目中少なくとも 1 項目以上において「該当する」もしくは
「多少該当する」と回答 (以下、これを肯定的回答という) しており、その中でも約 22% の回答者が全 18 項目の半



























































































2004 年 12 月 26 日におきたスマトラ島沖大地震の地震発生や破壊伝播のメカニズム等を明らかにするため、イ
7
ンドネシア技術評価応用庁と共同で、震源近傍の海底の様子を、ハイビジョンカメラを装備した無人探査機「ハイ

















いて、1994 年より先端的ながん治療を開始し、2003 年 10 月に厚生労働省より高度先進医療の承認を受けてい
る。現在、重粒子線がん治療装置を保有し、がん治療を行っているのは、世界中で我が国のみ。
HIMACでは、第 3 次対がん 10 ヵ年総合戦略 (2004 年度〜 2013 年度) の中核的施設として、頭頸部・肺・前立








同校で高田教諭から指導を受けた生徒の中から、3 年の虻川修士さんと柴田佳枝さん 2 人の生徒が学習成果と
































・12/ 6 ニール・ブリットン: 国立防災科学技術研究所地震防災フロンティア研究センター防
災戦略研究チーム・リーダー
  「日本とニュージーランドの防災戦略比較」
・12/ 8 ホセ・ロレンツォ・ヴァレス・ブラウ: 欧州委員会研究総局 G3 部 (材料担当) 部長
  「欧州委員会の材料・ナノテク政策」
12 月 28 日 (水)、第 3 回科学技術政策研究所機関評価委員会 (委員長:池上徹彦 会津大学長) の第 2 回会合
が開催された。
○ 第 3 回科学技術政策研究所機関評価委員会第 2 回会合を開催












レポート 1   サービス・サイエンスにまつわる国内外の動向
客員研究官 日高 一義
レポート 2   LSI の配線設計の課題と設計自動化ツール開発の重要性
情報・通信ユニット 野村 稔
文部科学省科学技術政策研究所広報委員会(政策研ニュース担当: 情報分析課 news@nistep.go.jp)
トップへ
9
